
船橋市母子・父子自立支援プログラム策定事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、ひとり親家庭の自立を促進するため、母子・父子自立支援プログ

ラム策定員（以下「策定員」という。）を設置し、策定員が個々のひとり親家庭の状況・

ニーズ等に対応した子育て・生活支援や就業支援等の支援メニューを組み合わせた母

子・父子自立支援プログラム（以下「プログラム」という。）を策定すること、また、

これに基づき、生活保護受給者等就労自立促進事業（生活保護受給者等就労自立促進

事業の実施について（平成２５年３月２９日職発０３２９第２１号職業安定局長通

知。）及び生活保護受給者等就労自立促進事業の実施について（平成２５年３月２９日

雇児発０３２９第３０号雇用均等・児童家庭局長及び平成２５年３月２９日社援発０

３２９第７７号社会・援護局長連名通知。）に基づく事業をいう。）や船橋市母子家庭

等就業・自立支援センター事業等を活用し、きめ細やかで継続的な自立・就業支援を

行うとともにアフターケアを実施することを目的とする。 

 

（対象者） 

第２条 対象者は、ひとり親家庭の親（母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法

律第１２９号）第６条に定める配偶者のない女子及び配偶者のない男子であって現に 

２０歳未満の児童を扶養している者をいう。）及び「離婚前後親支援事業の実施につい

て」（令和６年３月２９日こ支家第１９８号こども家庭庁支援局長通知）に基づく支援

を受けている者など、離婚前から当該事業による支援が必要な者（以下「ひとり親家

庭等の親」という。）とし、生活保護受給者については対象としないものとする。 

   

（策定員について） 

第３条 策定員の選定にあたっては、次に掲げる要件のいずれも満たす者のうちから、

総合的に勘案して選定する。 

 ⑴ 公共職業安定所（以下「安定所」という。）の職員 OB や企業の人事担当部局経験



者等就業に関する相談の知識・経験がある者 

 ⑵ 母子家庭及び父子家庭の福祉の増進に関して理解と熱意を有し、母子家庭の母及

び父子家庭の父の自立支援のために積極的な活動を行うことができると認められる

者 

 

（事業の内容等） 

第４条 本事業は、個々のひとり親家庭等の親の生活や子育て等の状況、求職活動や職

業能力開発の取組等の状況、自立・就業に向けた課題や阻害要因等を把握することに

より自立目標を設定したうえで、個々のひとり親家庭等の親のニーズに応じた子育

て・生活支援や就業支援等の支援メニューを組合せたプログラムを策定して支援を行

うとともにアフターケアを実施する事業であるが、その内容は次のとおりである。 

⑴ 面接の実施 

ひとり親家庭等の親に対し、あらゆる機会を捉え、リーフレット等により母子・父

子自立支援プログラム策定事業及び生活保護受給者等就労自立促進事業を周知すると

ともに、相談窓口へ来所した相談者のうち自立・就業に対する意欲のある者等（以下

「相談者」という。）に対し、意向を十分確認した上で、母子・父子自立支援プログラ

ム策定申込書（第１号様式）を提出した相談者から順次個別に面接を実施すること。 

⑵ プログラムについて 

ア プログラムの整備 

きめ細やかで継続的な自立・就業支援を実施するために、相談後、自立に向け

た課題を相談者とプログラム策定員が一緒になって整理・分析し、子育て・生活

支援から就業支援等のメニューを組み合わせたプログラムを策定する。 

策定したプログラムは自立支援計画書（第２号様式）に記載する。自立支援計

画書は下記の内容が明確に記載されるものであり、その他事項については必要に

応じて記載するものであるが、本人のプライバシーに深く立ち入る内容とならな

いよう留意すること。 

(ア) 生活や子育て、健康、収入、就業の状況等、本人の現在の状況を理解するため



に必要な事項 

(イ) 本人の自立・就業を阻害している要因及び課題 

(ウ) 自立・就業阻害要因を克服するための支援方策の内容 

(エ) 自立目標 

(オ) 支援方策実施後の経過、自立・就業の進捗状況、支援内容等に対する評価 

(カ)面接者の見解、面接者が本人に対して行った指導、助言、対応等の内容 

なお、関係機関との連携により、自立支援計画書の策定前に支援内容の決定がなさ

れた場合は、自立支援計画書の策定前に支援を実施して差し支えない。 

 イ プログラムの策定 

   相談者の生活や子育て等の状況、求職活動や職業能力開発の取組等の状況、自立・

就業に向けた課題や阻害要因等を把握することにより、自立目標や支援内容を設定

し、これらを記載したプログラムを策定することとする。 

  さらに、策定にあたっては、相談者の意向や意欲等を十分考慮するとともに、相

談者に対して自立支援給付金事業、準備講習付き職業訓練及び生活保護受給者等就

労自立促進事業等の就業支援策の活用について十分な説明や助言等を行う。 

ウ 目標達成後のアフターケアの実施 

   策定員は、ひとり親が自立した状況を維持するためには、プログラムで設定した

目標を達成した後についても、定期的な面談等により、就業状況や生活状況を確認

し、必要に応じて適切なサービスの提供が求められることから、プログラムで設定

した目標を達成した後も、達成後の状況を維持できるよう、また、更なる目標が設

定できるよう定期的な相談支援、アフターケアを実施する。 

⑶ プログラムに基づく支援について 

策定したプログラムに基づく支援を行うにあたっては、安定所との連携による生活

保護受給者等就労自立促進事業や母子家庭等就業・自立支援事業等により、きめ細や

かな自立・就業支援を行うこととする。 

また、生活保護受給者等就労自立促進事業へ移行することが望ましいと考えられる

相談者については、次に掲げる支援を行うよう努めるものとする。 



ア 生活保護受給者等就労自立促進事業の説明や意向の確認を十分行い、福祉部門担

当コーディネーターと事前に相談・調整の上、事業参加申込書及び個人票 A を別に

作成する。事業参加申込書及び個人票 A の書式は安定所の提示する内容に従うもの

とする。 

イ 策定員は、生活保護受給者等就労支援チーム（以下「就労支援チーム」という。）

の構成員として、相談者に対し安定所又は福祉事務所等において実施される面接に

参加する。 

面接終了後は、就労支援チームのケース会議に参加し、相談者に最も適した支援

方針を決定する。 

ウ 安定所と常に情報交換を行うなど、支援開始後も連絡調整が円滑に進むよう努め

ること。 

エ 安定所から提供される安定所が行ったフォローアップ等の情報や、策定員がアフ

ターケアを行うなかで把握した課題等を分析し、就業から子育て・生活支援まで様々

な施策を適宜組み合わせることにより、ひとり親家庭が自立した状況を維持できる

よう支援を行う。 

２ 関係機関等との連絡調整 

相談者への支援内容については、関係機関や関係窓口等との連絡調整を図るととも

に、相談者に対し必要な説明や情報提供等を十分に行う。 

３ 状況の把握 

策定員は、適宜、相談者の生活や子育て、就業等についての課題克服、自立・就労

の状況等を確認し、必要に応じてプログラム及び自立支援計画書の見直しを行う。ま

た、プログラム策定に基づく支援により既に目標を達成した相談者であっても、再度

本人から相談があった場合には、継続して相談に応じる。 

４ 関係記録の管理・秘密の保持  

その職務において策定した関係記録を適正に管理・保存するとともに、相談者の秘

密を保持する。 

 



（関係機関との連携等） 

第５条 策定員は、その職務を行うにあたって安定所その他関係部局、母子･父子自立

支援員、民生委員・児童委員等との連携、協力、情報交換等を密に図るよう努めるも

のとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成１９年４月１０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する 

附 則 

この要綱は、令和５年７月４日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年８月１日から施行する。 


